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（1）計画策定にあたっての背景 

 

（2）計画の位置づけ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

新井駅を中⼼とした地域は、古くからにぎわいや活⼒の源として栄え、現在においても、市
⺠の居住動向や公共交通の利便性、都市機能の集積状況等から、市全体の「中⼼拠点」として
位置づけられています。⼀⽅で、全国的な⼈⼝減少や少⼦⾼齢化の波は、当市を取り巻く環境
にかつてないスピードで変化をもたらしつつあり、社会構造の変⾰や技術⾰新、地域の課題や
市⺠ニーズの多様化等に対応した⾏政サービスの⾒直しが求められています。 

こうした背景を踏まえ、令和元年８⽉に策定された「妙⾼市図書館整備基本構想」では、新
図書館のコンセプトを「⼈と本、⼈と⼈をつなぐ情報拠点×居⼼地の良いやすらぎ空間」と
し、図書館整備の基本⽅針を「知の拠点」、「⽣涯学習拠点」、「交流拠点」と掲げた上で、建設
位置については妙⾼市⽂化ホールや新井ふれあい会館等が位置する「⽂教エリア」と、中⼼市
街地に位置する「市役所周辺エリア」を候補地としました。 

また、令和２年３⽉に策定された「妙⾼市⽴地適正化計画」では、市⺠の主体的な学びを⽀
え、市⺠が集い、交流を⽣み出す場づくりとして⼦育て⽀援施設や図書館等を含む複合施設を
新井駅周辺に整備することとしています。 

そこで、図書館等の集客⼒を最⼤限活⽤しながら、まちなかのにぎわいの創出、⼦育て⽀
援、公共施設等の機能集約、公共交通ネットワークによる地域間の連携・交流により、持続可
能なまちづくりを実現するため「新図書館等複合施設整備計画」の策定を⾏うものです。 
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１．計画策定の背景と計画の位置づけ 
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【課題 1】⼈⼝減少の抑制と暮らしやすさの向上《⼈⼝減少・都市機能の集積・定住促進》

・2015 年（平成 27 年）までの都市機能誘導区域の⼈⼝、年少・⽣産年齢⼈⼝は、妙⾼市全域
と⽐較し、減少割合が⾼く推移しています。2045 年（令和 27 年）までの推計では、市全域
と同様に、更なる⼈⼝減少・⾼齢化が想定されます。妙⾼市を牽引する中⼼拠点として、地
域コミュニティの維持・活性化に向け、⼈⼝を維持していくことが必要です。 

 

総⼈⼝ 年少 ⽣産年齢 ⽼年 総⼈⼝ 年少 ⽣産年齢 ⽼年
都市機能誘導区域 -15.3% -38.1% -20.8% 5.8% -43.9% -53.3% -54.7% -26.2%
妙⾼市全域 -12.2% -29.4% -17.8% 8.3% -41.2% -55.3% -51.9% -19.2%

2005→2015年増減率 2015→2045年増減率

 
 

・2045 年（令和 27 年）の推計では都市機能誘導区域内の⾼齢率が約 50%となります。⾼齢
者が安全安⼼に暮らせる誘導施設の充実が必要です。 

・都市機能誘導区域の⼈⼝減少に伴い、⼀定の⼈⼝規模で成り⽴っている施設やサービス等
の維持が困難になり、更なる利便性の低下が懸念されます。また、⼈⼝減少に伴った⼈⼝密
度の減少や低未利⽤地の増加が進み、更なる空洞化の懸念があることから、都市機能誘導区
域内の⼈⼝を維持していくことが必要です。 

・都市機能誘導区域の⼈⼝減少、利便性及び活⼒低下は、新井駅を中⼼とする公共交通利⽤者
の更なる減少を招くことからも⼈⼝の維持が重要であり、区域内の利便性や活⼒の維持・向
上が求められています。 

・将来的には、都市機能誘導区域内の市役所や⽂化ホールなどの公共施設が改修・更新等の時
期を迎えることから、施設更新を機会とした機能の⼀時休⽌等、利便性低下が懸念されま
す。また、更新費⽤も多額になることから更新費⽤の平準化が必要です。 

 
 

・市⺠アンケートの結果によれば、今後のまちづくりは「集約型の利便性の⾼いコンパクトな
まちづくり」が求められており、中⼼拠点に必要とする施設は、「店舗等商業施設」と「病
院等医療施設」となっています。⼀⽅、公共交通の運⾏本数やバス停までの距離・乗換えを
理由に約 60％の⼈が不便と感じており、公共交通結節点を有する新井駅周辺の中⼼拠点に
おいて、持続可能で暮らしやすく⼦育てしやすいまちづくりが求められています。 

2. 現状と課題 
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・都市機能誘導区域の「年少・⼦育て世代」の割合が⼤きく減少しています。次世代を担う世
代の減少は、都市機能誘導区域の活⼒低下やまちの持続的な発展への影響が懸念されること
から、これらの世代の⼈⼝を維持していくことが必要です。 

 

総⼈⼝ 年少 ⼦育て世代 ⽼年 総⼈⼝ 年少 ⼦育て世代 ⽼年
都市機能誘導区域 -15.3% -38.1% -36.3% 5.8% -43.9% -53.3% -52.9% -26.2%
妙⾼市全域 -12.2% -29.4% -23.9% 8.3% -41.2% -55.3% -55.5% -19.2%

2005→2015年増減率 2015→2045年増減率

 
 

・中⼼拠点の商店街や事業者数、年間販売額は過去 20 年間で⼤幅に減少しており、空き店舗
が増加しています。また、再開発施設である「さん来夢あらい」では、スーパーの撤退に加
え⼀部に空き店舗が⽣じ、中⼼拠点での利便性やにぎわいが低下していることから、既存ス
トックを活⽤し、リノベーションを進める中で新たな出店を促すことが必要です。 

・地価は⻑期的に下落傾向にあり、新井駅周辺の商業系⽤途の地価は、2000 年(平成 12 年)か
ら 2018 年(平成 30 年)にかけて 50%以上下落しています。地価はその地域の魅⼒の指標の 1
つと考えられますが、地価の下落抑制や上昇に向けて、中⼼拠点のにぎわいや魅⼒を⾼める
ことが必要です。 

・新井駅を中⼼とする公共交通利⽤者の更なる減少が懸念されることから、にぎわいの向上や
交流の創出を図り利⽤者数を維持・増加させることが必要です。 

・近年、観光⼊込客数が 570 万⼈前後で推移する中、外国⼈観光⼊込客数が増加傾向にありま
す。新井駅周辺への観光客誘導に向け、中⼼拠点の魅⼒や活⼒向上に加え受⼊れ体制を整備
して、多様な交流（多世代・異業種・インバウンド等）の創出を促進することや、六⼗朝市
等のまちなかイベントの情報発信を⾏うことにより更なるにぎわい・交流につなげることが
必要です。 

 

 
 

・新井駅周辺における通常時の⼈・⼆輪⾞交通量は減少傾向にあります。交通量減少は中⼼拠
点の活⼒低下に加え利便施設等の撤退が懸念されることから、まちなか回遊等の促進により
交通量を増加させ、中⼼拠点の活⼒向上につなげることが必要です。 

・市⺠意向の分析結果から、若い世代にとって重要度が⾼い「買い物」環境に対する満⾜度が
低いことは、中⼼拠点の⼈⼝減少やにぎわい・魅⼒の低下につながっているものと想定され
ることから、「店舗等商業施設」の⽴地促進が必要です。 

【課題 2】中⼼拠点のにぎわいや魅⼒の向上          《にぎわい・交流》 
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・⼈⼝減少に伴う歳⼊減少、⾼齢化による社会保障費や公共施設⽼朽化に伴う維持補修費（除
排雪経費を含む）の増加によって歳出が増加し、財政悪化が懸念されることから、公共施設
を再編して施設の総量及び維持・更新費⽤の縮減が必要です。 

 
 
・総務省提供の「公共施設等更新費⽤試算ソフト」による推計では、2016 年度から 2054 年
度の公共施設の⼤規模改修や更新等の平均費⽤は約 15.6 億円となっています。特に、2031
年度以降は、⼤部分の年度の更新費⽤が平均額を上回っており、将来的な財政負担への影
響があることから、公共施設の集約等による維持管理費の抑制や平準化を図ることが必要
です。 

・将来的には、都市機能誘導区域内の市役所や⽂化ホールなどの公共施設が改修・更新等の
時期を迎えることから、利⽤者の利便性確保や更新費⽤の平準化の検討が必要です。 

・公共施設の集約・再編に加え、商店街等を維持し、サービスの充実や利便性の確保を図り、
中⼼拠点の都市機能と⼈⼝を維持していくことが必要です。 

「さん来夢あらい」は、スーパーの撤退に加え⼀部に空き店舗が⽣じていることから、この
空きストックを活⽤した公共施設の集約・再編の検討を⾏い、財政負担の軽減につなげる
ことが必要です。 

 

 

【課題 3】財政負担の抑制と都市機能の利便性・持続性の維持      《集約・再編》

(年度) 
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（1）中⼼拠点活性化の基本⽅針 
第 3 次妙⾼市総合計画（令和元年 12 ⽉策定）の主要施策である「コンパクトなまちづくりの推

進」の実現に向け、新図書館等複合施設整備を中⼼拠点の活性化につなげることが必要となって
います。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（2）図書館整備基本構想の基本⽅針 

「妙⾼市図書館整備基本構想」（令和元年 8 ⽉策定）において、図書館整備の３つの基本⽅針が
⽰されており、そこから導き出される主な役割は以下の通りです。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

〇基本⽅針１：都市機能の集積と暮らしやすさの向上 
・妙⾼市を牽引する中⼼拠点の求⼼⼒強化に向け、コンパクト・プラス・ネットワーク

を基本に、都市機能の集積を図り、利便性を⾼め、暮らしやすく魅⼒あるまちづくり
を進めます。 

 
〇基本⽅針２：中⼼拠点の活⼒向上 
・まちなかの集客・交流機能を活⽤し、来街者による多様な交流（多世代・異業種・

インバウンド等）に取組み、にぎわいと魅⼒あるまちづくりを進めます。 

〇基本⽅針１：知の拠点（情報の集積基地として、市⺠の役に⽴つ「知の拠点」） 
《主な役割：資料を「収集・保存」する場所》 

・知の拠点として、図書館における核となる各種コンテンツを「収集・保存」す
るための機能やサービスを提供します。 

 
〇基本⽅針２：⽣涯学習拠点（市⺠の主体的な学習活動を⽀え、豊かな⼈間性を育む

「⽣涯学習拠点」） 
《主な役割：資料を「活⽤」した様々な学びや発信、活動の場所》 

・⽣涯学習拠点として、主に各種コンテンツを「活⽤」した重点的なサービスを
⾏うための排架計画・サービス、情報発信のあり⽅や学びの居場所となる拠点と
なります。 

 
〇基本⽅針３：交流拠点（あらゆる世代の市⺠が集い、⼈がつながり、地域に活⼒を

もたらす「交流拠点」） 
《主な役割：「交流」を促進する場所》 

・まちなかの集客・交流機能を活⽤し、来街者による多様な交流（多世代・異業
種・インバウンド等）に取組み、にぎわいと魅⼒あるまちづくりを進めます。 

3. 基本⽅針 
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（1）新図書館を核とした複合施設の基本的な考え⽅ 
 

 
 
 
 
 
   
 

 
 
 
 

新図書館を核とした複合施設の機能構築については、図書館機能が施設の核となり、施設
全体の運⽤や連携をけん引することが必要となります。利⽤者の利便性向上のためには、施
設全体で「図書館」のコンテンツと近接化が図られるような構成となることが重要です。そ
のうえで、図書館機能と⼦育て⽀援機能の連携や、市⺠交流機能を中⼼とした市⺠の居場所
の連携が望まれます。 

この図書館を核とした複合機能がひとつの施設として有機的に連携することが重要であ
り、そのことによって中⼼拠点の活性化に寄与することを基本的な考え⽅とします。 

図. 知の拠点を通して全体がつながる施設イメージ 

4. 複合施設の考え⽅・⽅向性 
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（2）中⼼拠点活性化に向けた新図書館等複合施設整備の⽅向性 

基本構想の３つの基本⽅針「知の拠点」「⽣涯学習拠点」「交流拠点」を踏まえ、中⼼拠点活性
化に寄与する図書館等複合施設整備に向け、次の４つの⽅向性を定めます。 
１.市⺠の誰もが多様な資料に触れることができる知の拠点としての環境整備 

・図書館の本質である資料の収集、保存、提供においては、単に書籍だけでなく、
様々な媒体の資料がコンテンツとなりうることを⾃覚し、新たな知の拠点とし
て整備していきます。 

・年齢や地域に関わらず、⾝近な場所で図書館サービスを受けられる仕組みづく
りを進め、すべての⼈に公正で質の⾼い教育と⽣涯学習の機会を提供します。
（主な機能）図書館機能・⼦育て⽀援機能 等 

関連する 
SDGsの⽬標※

２.訪れる⼈の課題や興味に応えられるサービスの展開 
・複合機能と図書館のコンテンツを近接化することにより、機能融合を推進し、

訪れる⼈への効果的な⽀援を⾏います。 
・市⺠の利⽤のみならず中⼼拠点に⽴地するメリットを活かします。妙⾼特有の

地域資源について、図書館コンテンツを有効活⽤した展⽰や地域との連携イベ
ントなどを通した商業・観光との連携を推進します。 

・市⺠の知識や技能の習得を通して、それらの発信や、社会への還元を⾏うこと
ができるような持続可能な⽀援の枠組みを整備していきます。 
（主な機能）⼦育て⽀援機能・⽣涯学習機能 等 

関連する 
SDGsの⽬標※

３.これからの時代にふさわしいにぎわいと交流を創出する場の形成 
・社会的な状況が急速に変化していく時代において、図書館を核とした複合機能

については、既存の枠組みを超えた機能融合を⽬指すことで、新しいサービス
や使われ⽅を⽣み出すことが可能となり、新たなにぎわいのあり⽅に対応した
交流や活動の場を形成していきます。 

・にぎわいと交流を創出し、持続可能なまちづくりを進めます。 
（主な機能）市⺠交流機能 等 

関連する 
SDGsの⽬標※

４. ICT 技術や省エネルギー技術を効果的に活⽤した持続可能な施設整備 
・新型感染症に対応した⽣活様式、また少⼦⾼齢化や⼈⼝減少などの社会状況下

で、ICT 技術の活⽤は持続可能な運営を⾏う上での重要なツールとなっていま
す。 

・図書館においては、図書館ならではの ICT 技術の構築が進んでおり、システム
の全⾯的な更新や、電⼦図書館サービスを活⽤したペーパーレス化など、脱炭
素社会の実現に向けて活⽤を図っていく必要があります。 

・社会情勢の急激な変化に伴い、拡⼤・増加しているリモート業務を⾏うことが
可能な設備やスペースを整備していきます。 

・地域特有の⾃然環境を活かした省エネルギー技術や再⽣可能エネルギーなど、
CO₂排出実質ゼロの実現に向けた先導的な施設づくりを実施します。 
（主な機能）各機能全般 
 

関連する 
SDGsの⽬標※

 
※国連総会で採択された持続可能なまちづくりに向けた 17 のゴール（⽬標）のうち、今回の新図書館等複合

施設整備で取り組む⽬標 
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⼀般開架、閲覧、若者・学⽣向け、ビジネス⽀援、視聴
覚、インターネット、新聞・雑誌等スペース、受付・レ
ファレンス

870㎡

閉架書庫 170㎡

プレイルーム、⼀時預かり室、相談室、スタッフルーム、
ボランティアルーム

340㎡

屋外交流広場(屋根付き) 300㎡

事務･共⽤･その他
スタッフルーム、ボランティアルーム、⼤⼈⽤トイレ、⼦
ども⽤トイレ、授乳室、廊下･倉庫･機械室

440㎡

2540㎡

50台

交流の拠点

[⽅向性3]
これからの時代に
ふさわしいにぎわ
いと交流を創出す
る場の形成

（児童⽤）開架、閲覧スペース、相談カウンター、授乳
室・⼦ども⽤トイレ

320㎡

知の拠点

[⽅向性1]
市⺠の誰もが多様
な資料に触れるこ
とができる知の拠
点としての環境整
備

[⽅向性4]
ICT技術や省エネ
ルギー技術を効果
的に活⽤した持続
可能な施設整備

図書館機能

⼦育て
⽀援機能

⽣涯学習
拠点

[⽅向性2]
訪れる⼈の課題や
興味に応えられる
サービスの展開 ⽣涯学習機能

市⺠交流機能
市⺠ギャラリー・交流スペース、多⽬的ルーム(リモート
会議など可能な設備や室配置)(半個室タイプ)、カフェ

合計(屋外広場除く)

⽣涯学習スペース

駐⾞台数

100㎡

300㎡

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

●図書館機能 
情報の集積基地として、多種多様な資料の収集・保存・提供を⾏います。 
 

●⼦育て⽀援機能 
《⼦育て広場（キッズコーナー）、⼦ども家庭⽀援センター、相談室》 

図書館機能における児童開架・閲覧スペースと連携しながら、⼦育て⽀援を積極的に展開し
ます。⼦どもだけでなく、⼦育て世代への⽀援を含めた連携を図ります。 

 
●⽣涯学習機能 
《⽣涯学習スペース》 

市⺠の⽣涯にわたる主体的・⾃発的な学びを⽀援する枠組みとして、学習活動や様々な課題
解決に向けたワークショップなどが可能なスペースを提供します。また、これら活動をサポー
トするために図書館資料との近接化なども検討し、施設全体としての融合を図ります。 

 
●市⺠交流機能 
《市⺠ギャラリー・屋外交流広場》 

多世代交流の仕掛けやまちの活動との接点となる市⺠ギャラリー、屋外交流広場を設置しま
す。屋外交流広場は、⾬天時や冬期の降雪時にも活⽤可能とするため屋根付きの半屋外空間と
し、年間通しての利活⽤を可能とします。 

《カフェ》 
市⺠の交流の仕掛け、憩いの機能としてカフェ等を導⼊します。運⽤⾯においては、障がい

者の雇⽤創出・⾃⽴⽀援や起業的な観点の他、まちづくりへの参加へとつながる計画を検討し
ます。利⽤者は、店舗内だけでなく、テイクアウトなども活⽤し、ロビー空間や屋外での飲⾷
などを可能とすることも検討して、読書活動をサポートします。  

《多⽬的ルーム》 
イベントや展⽰などで活⽤することや、複数の室に間仕切ることで、リモート会議を⾏うス

ペースとなるなど、新たな社会情勢を反映した設備やスペースを整備していきます。 

5. 複合機能の考え⽅・規模 
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（1) 図書館システムの ICT 化について 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(2) 新たな社会情勢下での新図書館等複合施設のあり⽅について 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※アウトリーチ活動：図書館サービスの圏域内であるにもかかわらず、これまでの図書館サービスが及ばなかった 
⼈々に対して、サービスを広げていく活動（⽂部科学省ホームページにおける記載） 

新図書館等複合施設の整備に際しては、新型感染症の流⾏や新しい⽣活様式等へ対応
していくことが必要となります。 

にぎわいや交流という図書館の新たな役割を必要とする⼀⽅で、新たな⽣活様式に応
じて「密」の状態をコントロールするなど、刻々と変化する社会情勢に「柔軟」に対応し
ていく必要があります。 

ICT の活⽤ 

業務負担を省⼒化 

利⽤者の利便性の向上 

機器類を連携 
感染リスクを低減 

積極的なアウトリーチ活動※ 

6．新たな社会情勢への対応 

図書館システムの ICT 化に向けて、図書館システムの更新や図書に添付する読み取りシ
ステム（バーコード、IC タグ）の導⼊が必要です。 

現⾏のシステムはバーコードによる管理となっていますが、新図書館の整備を機に IC
システムへ全⾯的に更新することに加え、関連機器を整備することは、IC 技術に伴う省⼒
化が図書館全体の運⽤⽅法と連動して構築できるメリットがあるほか、感染症に対して⾮
接触による感染リスク低減が可能となります。 

新たな社会情勢や図書館利⽤者の利便性などを考慮し、各システム等の導⼊・運⽤⽅法
を今後具体的に検討する必要があります。 

新型感染症流⾏下においては、⼈が集まることがリスクとなります。⼊館者数の抑制や
滞在時間を制限する必要がある場合には、今後のにぎわいの創出を⽬的とした集客⽅法が
課題となります。 

⼀⽅で情報や知識を活⽤しながら地域づくりをしていく、「まち育て」をしていくうえ
で、その交流拠点として位置付けた図書館は、直接的な交流のほか、図書館特有の間接的
な交流を活性化させる⽅法を検討していく必要があります。 

「新図書館等複合施設」が市⺠活動のために必然的に必要とされている場となっていれ
ば、「密」の状態になることに配慮しながらも、当然に⼈々は施設を訪れることになりま
す。 

「新図書館等複合施設」のあり⽅としては、市⺠活動の場としての施設とし、『知識情報
へのアクセスをサポートし、市⺠の知的活動を軸に交流を育む場』としていくことが重要
です。 
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（1）各エリアの特性及び新図書館とエリア内施設との親和性 

 
 
 

エリア
特性

エリア
特性

近接する
都市機能 施設の特徴

新図書館等複合施設
との親和性

近接する
都市機能 施設の特徴

新図書館等複合施設
との親和性

新井駅

中⼼拠点の⽞関として、上越妙⾼
駅や妙⾼⾼原ともつながり、観光
客の利⽤や市⺠利⽤など公共交通
機関を活⽤した利活⽤が⾏われて
いる。

新井ふれあい
会館

ホールや調理実習室、集会室など
コミュニティ醸成・集会機能が集
約した施設。それぞれ予約して使
⽤するタイプの集会機能の施設で
あり、特定の時間や⽬的をもった
利⽤者を想定した施設

貸室を中⼼とした⼩割のタイプの室構
成であり、交流が少ない施設のため、
図書館との連携はイベントの同時開催
など、⼯夫が必要となる。

新井バスター
ミナル

新井駅と⼀体となった交通結節点
として、市内各所や上越市ともつ
ながり、観光客の利⽤や市⺠利⽤
など公共交通機関を活⽤した利活
⽤が⾏われている。

新井総合コ
ミュニティセ

ンター

会議室、研修室、集会室などコ
ミュニティ醸成・集会機能が集約
した施設。予約して使⽤するタイ
プの集会施設であり、特定の時間
や⽬的をもった利⽤者を想定した
施設

貸室を中⼼とした⼩割のタイプの室構
成であり、交流が少ない施設のため、
図書館との連携はイベントの同時開催
など、⼯夫が必要となる。

朝⽇町
商店街

六⼗朝市など定期的なイベントに
よる集客や、にぎわい創出などだ
れでも⾃由に参加可能な活動を積
極的に実施している。

妙⾼市⽂化
ホール

約1000席収容可能な⼤ホールを中
⼼としたホール機能を持った施
設。⼤規模なイベントが中⼼の⽬
的性が⾮常に⾼い施設

⼤規模イベントが中⼼で集客性が⾼い
と施設特性を活⽤して、同時開催イベ
ントなどによる相乗効果が期待でき
る。

さん来夢
あらい

商業・業務機能を有する複合施設
で、⽣活利便施設も⼊居してい
る。朝⽇町商店街と⼀体となった
各種イベント開催や特産物が販売
されている。

妙⾼市勤労者
研修センター

研修室を中⼼とした研修・学習施
設、各室とも予約制での利⽤とな
る。

貸室を中⼼とした⼩割タイプの施設構
成であるが、学習や、研修機能など図
書館コンテンツとの親和性は⾼い。

新井
⾼等学校

総合学科の⾼等学校

新井⼩学校
都市機能誘導区域を含む地区を校
区とする⼩学校

保育園
（統合園）

地域交流スペースを備えた保育施
設

⾦融機関
地域経済を⽀える施設として、市
⺠が常に訪れている。

ビジネスや⾦融講座の開催など連携の
可能性はあるが⼯夫が必要である。

⽔夢ランド
あらい

⼀年を通じて⽔泳が楽しむことが
できる施設

けいなん
総合病院

⼀般病床120床の妙⾼地域の基幹
病院

健康・医療の知⾒を活かし、図書館コ
ンテンツの充実化などにおいて協⼒関
係を構築できる可能性がある。

妙⾼市
総合

体育館

アリーナ、トレーニングルーム、
ランニングコース、会議室等が完
備され、様々なスポーツやレクリ
エーション活動が可能な施設

直接的な親和性は低いものの、健康情
報提供や、イベントや⼤会の告知など
⼯夫により情報発信をサポートできる
可能性がある。

敷地１：市役所周辺エリア 敷地２：⽂教エリア

・新井駅周辺に位置し、古くからまちの中⼼としてにぎわいや活⼒をもた
らしてきた地域で、市役所や商店街等をはじめ各都市機能が集積する区
域。
・⼈⼝減少・少⼦⾼齢化に加え地域の利便施設の不⾜等により、更なる活
⼒低下や空洞化が懸念されている。
・妙⾼市を牽引する中⼼拠点の充実に向け、まちなかの再構築が求められ
ている。

・新井駅から約700mに位置し、主として⽬的を持った利⽤者が活⽤す
る、新井ふれあい会館、妙⾼市⽂化ホール及び学校等の⽂教施設やスポー
ツ施設が集積する区域。
・それぞれ施設毎の集客性を有しているが、施設利⽤者の⼤半が⾞利⽤と
なっている。
・⽂教環境が充実しているが、更なる利⽤者増加に向けた利便性確保やま
ちづくりとの連携が求められている。

⼦育て、児童サービス、学習等のフォ
ローや、学校図書室や絵本の選書や配
架についての研修やフォローが図書館
では可能である。

妙⾼
市役所

市役所として市⺠への様々な⽀援
をおこなう拠点

図書館の⽀援機能と連携し、さまざま
な⽀援を相互に⾏うなどそれぞれの機
能特性を活かした連携が⾒込まれる。

定期的なイベントなど集客機能を有し
ており、図書館との連携を⾏うこと
で、相乗効果を得ることが可能な⽴地
である。

エリア内にあり、市⺠や観光客など多
様な利⽤者を図書館へと促す可能性が
ある。

個⼈医院
市⺠のかかりつけ医として⾝近な
医療サービスの提供を⾏ってい
る。

健康・医療の知⾒を活かし、図書館コ
ンテンツの充実化などにおいて協⼒関
係を構築できる可能性がある。

 
市役所周辺エリアは、妙⾼市の⽞関⼝である新井駅を有するなど、市⺠のみならず観光客など多

様な来街者を新図書館等複合施設が⽴地するエリアへ誘導することが可能となります。加えて、商
店街や集客機能を有する定期イベント等との連携をとおし、利⽤者の増加や各種情報発信等が期待
されます。 

⼀⽅、⽂教エリア内の各施設の特徴は、⼤規模イベントや特定の⽬的を持った利⽤者が多く使⽤
するなど、「⽬的性が⾮常に⾼い施設」となっています。新図書館等複合施設とイベント等の同時開
催や新図書館等複合施設を活⽤し各施設の情報発信をサポートするなどの相乗効果により、相互の
活動の連携を図ることが可能となり、⼀定の親和性が期待できます。 

7．整備位置の⽐較検討 

各整備エリアの特性に加え、エリア内の各施設等における新図書館との親和性等の観点から
⽐較検討を⾏います。 
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(2)整備候補地 

都市機能誘導区域内の「市役所周辺エリア」と「⽂教エリア」の両エリアにおいて、整備候
補地の敷地を下記の条件に基づき設定し、それぞれのエリアにおける敷地について、具体的な⽐
較項⽬を設定して、メリット・デメリットを検討します。 

敷地設定条件 
① 施設の核となる図書館機能をできるだけ分断しない配置で、かつ、内部機能のスムーズな連携

を考慮し、建物は平屋建てから３階建て以下で計画できること。 
②駐⾞場は、安全な通路や堆雪場を確保した上で、50 台の駐⾞スペースが確保できること。 
③屋外に 300 ㎡程度の『多⽬的な交流スペース』の確保が可能であること。 
④敷地は、アクセスしやすい道路に⾯し、最低２箇所以上の安全な出⼊り⼝が確保できること。

以上の条件を考慮した場合、概ね 4,000 ㎡以上の⼀団の⼟地が必要となることから、下記の
敷地を設定します。 

 
市役所周辺エリア ⽂教エリア 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

位 置 妙⾼市中町地内 位 置 妙⾼市上町地内 

現 況 利 ⽤ 状 況 
公共施設･空き店舗 

･駐⾞場等 
現 況 利 ⽤ 状 況 ゲートボール場 

敷 地 ⾯ 積 約 4,300 ㎡ 敷 地 ⾯ 積 約 4,900 ㎡ 
⽤ 途 地 域 商業地域 ⽤ 途 地 域 第 2 種中⾼層住居専⽤地域
容積率/建ぺい率 400%(⾓地緩和)/80% 容積率/建ぺい率 200%/60% 

エ リ ア 内 施 設 

新井駅、妙⾼市役所、妙⾼市
いきいきプラザ、さん来夢あ
らい及び商業･業務施設等 エ リ ア 内 施 設

勤労者研修センター、新井ふ
れあい会館、新井コミュニテ
ィセンター、妙⾼市⽂化ホー
ル、新井⼩学校、県⽴新井⾼
校及びけいなん総合病院等 

図．整備候補地の航空写真（妙⾼市市⺠公開地理情報システムより）と敷地概要 
 

  

新井 
ふれあい会館 

 

ゲートボール場 

 
妙⾼市 
⽂化ホール 
 
 
 
 
 
 

現図書館

勤労者 
研修センター 

 

広場 

新井総合 
コミュニティ 
センター

朝⽇町通り 

妙⾼市役所 

妙⾼市 
いきいきプラザ

市営 
駐⾞場 

未利⽤地 
(旧パチンコ店) 

さん来夢
あらい 



-12- 

(3)⽐較表 
⽐較検討の結果、新図書館等複合施設との親和性が⾼く、まちなかのにぎわい創出や歩⾏者

等の回遊増加に寄与し、周辺施設への集客や消費につながる敷地としては、飲⾷店等が集積する
「市役所周辺エリア」の⽅が総合評価で⾼い結果となったことから、「市役所周辺エリア」を建
設地とします。 

 
敷地 市役所周辺エリア ⽂教エリア 

周辺との関係 
周辺施設との連携 〇 〇
イベント等との連携 ◎ ○

アクセス 
公共交通 〇 △
⾃動⾞交通 ◎ ○
徒歩利⽤者 〇 〇

敷地条件 
形状・配置計画 × ◎
外部動線計画 〇 △
建設の課題 △ △

中⼼拠点 
活性化 

を踏まえた 
⽅向性 

との整合 

1 市⺠の誰もが資料に触れる
ことができる知の拠点と
しての環境整備 

○ ◎ 

2 訪れる⼈の課題や興味に応
えられるサービスの展開 ◎ 〇 

3 これからの時代にふさわし
いにぎわいと交流を促す
場の形成 

◎ 〇 

4 ICT 技術を効果的に活⽤し
た持続可能な施設整備 ◎ ◎ 

経済性 
概算整備コスト 

△ 〇
約 22 億 8 千万円 

（設計・⽤地補償・造成・建築、妙⾼市
いきいきプラザ除却費・設備等） 

約 21 億円 
（設計・造成・建築・妙⾼市いきいき
プラザ除却費・設備等、ゲートボール

場移設）

維持管理コスト 
〇 〇

25,400 千円/年 25,400 千円/年

経済効果 
 〇 △

2,483,000 千円/年 2,445,700 千円/年

総合評価 

31 点 29 点 
・コンセプトである「中⼼拠点の活

性化」を主題としたときに、周辺
施設との連携やイベントとの連
携など中⼼拠点の活性化に寄与
しやすく、周辺施設への集客や
消費につながる効果が⾼い敷地
として評価する。 

・⽂教エリアと⽐べ整備コストが
⾼額になるが、市役所周辺エリ
アの経済効果として「37,300 千
円/年」上回っており、約 4.8 年
で整備コストの差額を吸収可能
となっている。 

・周辺施設・イベント・まちなかへ
の観光客誘導施策等との連携に
加え良好なアクセス性など、に
ぎわいや集客及び消費を通じ、
妙⾼市を牽引する中⼼拠点とし
て活性化に寄与することが可能
な敷地である。 

・市有地（新井市⺠の広場）の活⽤
のため、経済性（整備コスト）で
メリットがある。 

・「中⼼拠点の活性化」の視点で⽂
教エリアに図書館を建設した場
合、⽂教エリアとしての機能の
充実が図られるが、中⼼拠点の
活性化に波及しにくい。 

・市役所周辺エリアと⽐べ整備コ
ストが安価になるが、⽂教エリ
アの経済効果として「37,300 千
円/年」下回っている。 

・まちとの連携⾯や周辺施設への
集客や消費につながる効果が、
市役所周辺エリアに劣る。 

評価：◎⾮常に優れる(3 点) 〇優れる(2 点) △課題がある(1 点) ×劣る(0 点) 
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※今後変更の可能性があります 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 令和 3 年度 
(2021 年) 

令和 4 年度 
(2022 年) 

令和 5 年度 
(2023 年) 

令和 6 年度 
(2024 年) 

令和 7 年度 
(2025 年) 

設計業者選定 
(プロポーザル⽅式) 

     

基本設計      

実施設計      

建設⼯事      

開館準備       開館 

8．事業スケジュール 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 


